
佐賀県内の市町等における福利厚生事業の実施状況（概要） 

 

平成 22 年 2 月 17 日 

佐賀県経営支援本部 

市 町 村 課 

 

１ 公表の趣旨 

○  地方公共団体が実施する福利厚生事業については、地方公務員法第 42 条に基

づき、民間企業と同様に地方公共団体が雇用主として実施しています。このこ

とに関し、以下のように国から見直しのための方針等が示されています。 

 

・  職員に対する福利厚生事業については、住民の理解が得られるものとなる

よう、点検・見直しを行い、適正に事業を実施すること。 

『地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針』平成 17 年 3 月 29 日 

総務事務次官通知 

 

・  人事行政運営等の状況の公表の一環として福利厚生事業の実施状況等を公

表すること。 

『地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針』平成 17 年 3 月 29 日 

総務事務次官通知 

 

・  互助会への補助金を削減する。 

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」平成 18 年 7月 7 日 閣議決定 

 

・  福利厚生事業については、点検・見直しを行い、適正に事業を実施すると

ともに、事業の実施状況等を公表すること。これらの取り組みを通じ、住民

の理解が得られるものとなるよう、職員互助会への補助についても見直しを

図ること。 

『地方公共団体における行政改革の更なる推進のための新たな指針』平成 18 年 8 

月 31 日 総務事務次官通知 

 

○  総務省では、これらの指針を踏まえ、県内の市町（20 団体）、一部事務組合（24

団体）、広域連合（2団体）を対象として、平成 21 年 6 月に取組状況のフォロー

アップ調査を実施しました。 

○  この調査の結果について、市町等の見直し状況の比較ができるよう、県にお

いてとりまとめ、公表するものです。なお、詳細な調査結果は別添の参考資料

及び各団体の公表資料をご覧ください。 
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２　互助会に対する公費支出＜別表1-1、1-2関係＞

（１）市町
（単位：千円）

（２）一部事務組合及び広域連合
（単位：千円）

（３）合計（市町＋一部事務組合＋広域連合）
（単位：千円）

（参考）全国市区町村
（単位：百万円）

　※1　平成21年度は当初予算ベースであり、変動する可能性があります。

互助会への公費支出総額 ＋ 会員掛金総額

ただし、全国市区町村分の公費率には、互助会が設置されている団体で、互助会に公費を

支出していない団体の会員掛金総額は含まれていません。

▲ 35.3% ▲ 37.3%

対前年度比 － ▲ 33.7% ▲ 31.2% ▲ 13.4% ▲ 16.1% ▲ 6.6%

－ ▲ 20.0% ▲ 30.3% ▲ 34.1%

▲ 6.4%

対16年度比 － ▲ 12.7% ▲ 26.6% ▲ 37.2% ▲ 41.4% ▲ 45.1%

対前年度比 － ▲ 12.7% ▲ 15.9%

対16年度比 － ▲ 21.7% ▲ 31.2%

57,348

47,740

30.2% 31.2% 31.4%

平成20年度
決算

平成21年度
当初予算

▲ 2.3%

▲ 33.4% ▲ 33.9%

平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
当初予算※1

公費率※2 33.3% 32.1% 30.6%

▲ 12.1% ▲ 3.2%

50,880

平成16年度
決算

平成17年度
決算

平成18年度
決算

平成21年度
当初予算

平成19年度
決算

73,974

37.8% 37.3%

▲ 35.5%

－ ▲ 21.7%

▲ 14.4% ▲ 6.7%

10,267 9,60815,281 12,850

平成19年度
決算

公費支出総額

平成16年度
決算

公費支出総額 17,507

対前年度比

11,003

平成17年度
決算

平成18年度
決算

37.5%44.3% 43.1% 40.6%

32.2%

公費支出総額 91,481

平成16年度
決算

対前年度比 － ▲ 20.0% ▲ 12.9%

対16年度比

32.3%

73,167 63,730 60,271 59,144

▲ 5.4% ▲ 1.9% ▲ 3.0%

31.3% 32.2%

公費率

平成17年度
決算

平成18年度
決算

41.9%

16,371

48.3%

23,812

公費率 35.0% 33.9%

平成16年度
決算

平成17年度
決算

39.2%

11,884

平成20年度
決算

40.3%

14,171

平成18年度
決算

▲ 60.6%－

＝※2　公費率
互助会への公費支出総額

対16年度比

56.6%

▲ 33.7% ▲ 54.4%

平成21年度
当初予算

公費支出総額

公費率

35,931

平成19年度
決算

▲ 66.9% ▲ 69.1%

39.7%

11,097

49,268 48,877

平成20年度
決算

57,886

▲ 0.8%
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３　福利厚生事業の見直し内容＜別表2-1、2-2関係＞

　○　福利厚生事業の見直しに係る内容別団体数

　※1　互助会が行う個別事業に対する公費支出の廃止とは、例えば、実施していた個別事業の廃止や、

　　　互助会における会員からの掛金のみによる事業への変更などです。

　※2　互助会に対する補助等の方式見直しとは、例えば、包括補助方式（互助会の実施事業全体に補

　　　助）から事業補助方式（対象事業を特定して補助）への変更などです。

互助会が行う個別事業
に対する公費支出の見直し  互助会に対す

る補助等の方
式見直し※2

1 0 2

0 2 0

 公費支出
の削減

3

互助会に対する
公費支出総額の見直し

3

平成20年度 83

平成21年度 3

456

　　　 見直し内容

　
　区　分

2

 公費支出
の廃止

0 2

全
国
市
区
町
村

平成21年度 57

一
部
事
務
組
合
等

平成20年度 1 3

2

104

244 99297 203

214 282

 公費支出
の削減

 公費支出
　の廃止※1

1

市
　
町

平成20年度

平成21年度

1

0

01
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４　公費を伴う個人給付事業※1の実施状況（平成20年度実績）＜別表3-1、3-2関係＞

○　公費を伴う主な個人給付事業の実施団体数

※2 ※3 ※4

　※1　公費を伴う個人給付事業とは、地方公共団体又は互助会が実施する、職員（会員）に対する現金等の直接給

　　　付だけではなく、例えば施設利用料の割引（施設利用に対して差額を補填）等の間接的な給付を含みます。

　※2　カフェテリア給付制度とは、職員（会員）選択方式により、一定額分のサービス（給付）を受けられるもの

　　　のことを言います。

　※3　施設等利用助成とは、保養施設以外のスポーツ施設や娯楽施設の利用について一部若しくは全額が支給され

　　　る給付のことを言います。

　※4　生命保険等加入とは、生命保険等の掛金の一部若しくは全部が支給（支払い）されているものを言います。

銀
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金
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0
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金

0
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0
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0
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3 1

0
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助

0
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病
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金
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害
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舞

金

人

間

ド

ッ

ク

補

助

0
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2 0
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団
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1
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0

473 －
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 事業

　 内容

区分

907 －

5

8

1,337

20
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５　福利厚生事業の公表状況※１（平成19～21年度）＜別表4-1､4-2関係＞

　○　福利厚生事業の公表団体数及び公表内容

※2 ※3 ※4 ※5 ※6 ※7

　※1　福利厚生事業の公表状況とは、互助会に公費を支出している団体の福利厚生事業の実施状況に関する

　　　公表状況です（平成19～21年度）。

　※2　対象団体数とは、平成21年度予算において互助会に対して公費支出を行っている団体数を指します。

　※3　公表団体数とは、対象団体のうち互助会が行う福利厚生事業を公表している団体数を指します。

　※4　その他とは、ホームページや広報誌以外の媒体のことで、例えば、新聞掲載や掲示板などです。
　※5　個別事業給付単価とは、実施事業別の対象者一人当たりの公費負担額のことを言います。
　※6　互助会公費補助等総額とは、互助会へ職員（会員）の福利厚生事業のために市区町村が負担している
　　　公費の総額のことを言います。
　※7　互助会公費補助率とは、互助会の事業費の中で、互助会へ職員（会員）の福利厚生事業のために市区

　　　町村が負担している公費の割合（会員掛金と対比しているものを含みます）のことを言います。
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